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　Ⅰ　令和２年度　環境生活部の組織

副部長 環境生活総務課 企画班
総務班
予算経理班
旅券班

私学課 私学班

文化振興課 文化企画班
拠点連携班
歴史公文書班

地球温暖化対策課 地球温暖化対策班
環境評価・活動班

大気・水環境課 大気環境班
水環境班
生活排水・水道班

　土砂対策監

次　長 人権課 人権班
（人権・社会参画

　・生活安全担当） ダイバーシティ社会推進課 男女共同参画班
多文化共生班
ＮＰＯ班

くらし・交通安全課 くらし安全班
交通安全班
消費生活センター班

　人権監

　消費生活監

廃棄物対策局長 次　長 廃棄物・リサイクル課 廃棄物政策班
廃棄物規制・審査班
リサイクル推進班

廃棄物監視・指導課 広域指導班
地域指導班
土砂指導担当

廃棄物適正処理ＰＴ 総務班
環境修復班

　ＲＤＦ･広域処理推進監

人権センター 啓発課
相談課

図書館 企画総務課
情報相談課
資料調査課

総合博物館 経営戦略広報課
展示・交流事業課
調査・資料情報課
歴史公文書室

美術館 総務課
学芸普及課

斎宮歴史博物館 総務課
学芸普及課
調査研究課

環境室
 （地域連携部と共管）

保健環境研究所  （医療保健部と共管）
環境研究室 資源循環研究課

環境研究課

部　長

地域防災総合事務所等

地
域
機
関
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Ⅱ 令和２年度 当初予算（環境生活部関係）の概要 

 

１ 予算編成にあたっての基本的な考え方 
 

 令和２年度当初予算は、部の使命である次の４つの方向性を柱として、安全・安心

が実感でき、全ての人びとが尊重され、心豊かに暮らせる三重を創るための事業を着

実に推進するとともに、「みえ県民力ビジョン・第三次行動計画」の初年度であり、本

計画に位置づけられた施策の目標達成に向けた取組の着実な推進を図るため、選択と

集中により編成しました。  
 
＜環境生活部の使命＞ 

・県民の皆さんとの協創による交通事故の防止、地域防犯力の向上等に取り組み、くらし

の安全・安心の実感を高めます。 

・地球温暖化の防止、大気・水環境の保全に取り組むとともに、廃棄物の３Ｒ、適正な処理

を推進することを通じて、環境への負荷が少ない持続可能な社会をめざします。 

・県民一人ひとりが互いの人権を尊重するとともに、性別や国籍等にかかわらず、誰もが

参画・活躍できるダイバーシティ社会の実現に向けた取組を進めます。 

・三重の持つ魅力や多様性を感じる、文化の薫り高い生活の中で、心の豊かさを育む取組 

を進めます。 
 

 このような考え方のもと、令和２年度当初予算においては、県民の皆さんの安全・

安心を守るための取組や、脱炭素社会の実現に向けた取組、多文化共生社会づくりに

向けた取組、文化資源を活用した三重県の魅力発信、プラスチックごみ対策と食品ロ

ス削減などについて重点的に進めます。 
 

（１）安全で安心な三重の実現 

誰もが安全に安心して暮らせる三重をめざして、県民の皆さんや事業者、市町

との連携により交通事故および犯罪を未然に防止する環境を整備するとともに、

犯罪被害者等支援を進めます。 

また、特に交通安全については、後付け安全運転支援装置の取付支援を図るほ

か、「第 11次三重県交通安全計画」の策定に向けた検討や、交通安全の取組を総

合的に推進するため、「交通安全の保持に関する条例」を改正します。 
 

（２）環境への負担が少ない持続可能な社会づくり 

令和元年 12月の脱炭素宣言「ミッションゼロ 2050みえ」やＳＤＧｓの考え方

を取り入れた「三重県環境基本計画」（令和２年３月策定）をふまえ、脱炭素社会

の実現に向け、さまざまな主体と連携し、オール三重での運動につなげていくた

めの取組を推進します。 

また、令和２年４月施行の「三重県土砂等の埋立て等の規制に関する条例」の

適切な運用により、県民の皆さんの不安を解消します。 

さらに、海岸漂着物対策について、引き続き、回収・処理と発生抑制の視点か

らの取組を進めます。 
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（３）多文化共生社会づくりに向けた取組の拡充 

外国人住民の増加が見込まれる中、令和２年３月策定の「三重県多文化共生社

会づくり指針（第２期）」に基づき、映画制作を通じた多文化共生意識の醸成や、

地域日本語教育の総合的な体制づくり、「みえ外国人相談サポートセンター 

（ＭｉｅＣｏ）」の相談体制の充実などについて、さまざまな主体と連携し、オー

ル三重で取り組んでいきます。 
 

（４）文化資源の活用 

東京 2020オリンピック・パラリンピック等の機運を逃すことなく、文化資源を

活用した観光誘客や地域づくりなどについて、さまざまな分野と連携して、三重

県の魅力を発信していきます。 

また、歴史的資料として重要な公文書等（特定歴史公文書等）を適切に保存し、

県民の皆さんの利用促進を図り、次世代へ引き継ぎます。 

さらに、各県立文化施設において、特色ある魅力的な展示や公演会等を開催し

ます。 
 

（５）廃棄物総合対策の推進 

プラスチックによる海洋汚染問題を契機として、さらなるプラスチックごみ対

策が必要であることから、３Ｒと適正処理の取組を推進します。 

また、令和元年10月に「食品ロスの削減の推進に関する法律」が施行され、食

べ物を無駄にしない意識の醸成と定着や、廃棄することなくできるだけ食品とし

て活用することが求められていることから、さらなる取組を推進します。 

さらに、これらの取組やＳＤＧｓの考え方を取り入れ、新たな「三重県廃棄物

処理計画」を策定します。 
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２　令和２年度　当初予算施策別一覧表（環境生活部関係）

（単位：千円、％）

  令和元年度
  ６月補正後
    予算額

  令和２年度
  当初予算額

    差引
    増減額

増減率
  令和２年度
  補正予算額

Ａ Ｂ Ｂ－Ａ （Ｂ－Ａ）／Ａ Ｃ

142
交通事故ゼロ、飲酒運転０（ゼ
ロ）をめざす安全なまちづくり

56,206 72,871 16,665 29.6 0

143 消費生活の安全の確保 96,166 73,873 ▲ 22,293 ▲ 23.2 0

151
環境への負荷が少ない持続可
能な社会づくり

615,446 567,621 ▲ 47,825 ▲ 7.8 0

152 廃棄物総合対策の推進 1,379,792 1,965,977 586,185 42.5 0

154 生活環境保全の確保 472,148 489,411 17,263 3.7 0

211 人権が尊重される社会づくり 407,720 398,672 ▲ 9,048 ▲ 2.2 0

212
あらゆる分野における女性活
躍とダイバーシティの推進

41,145 36,287 ▲ 4,858 ▲ 11.8 1,258

213 多文化共生社会づくり 72,057 80,757 8,700 12.1 4,378

227 文化と生涯学習の振興 1,879,907 1,884,190 4,283 0.2 1,301

5,020,587 5,569,659 549,072 10.9 6,937

(111)
災害から地域を守る自助・共助
の推進

7,994 8,288 294 3.7 0

(112)
防災・減災対策を進める体制
づくり

6,012 0 ▲ 6,012 ▲ 100 0

(141) 犯罪に強いまちづくり 11,845 11,197 ▲ 648 ▲ 5.5 0

(144)
医薬品等の安全・安心の確保
と動物愛護の推進

370 397 27 7.3 0

(225)
地域との協働と信頼される学校
づくり

5,116,093 5,138,722 22,629 0.4 0

(233)
子育て支援と幼児教育・保育
の充実

1,877,810 2,925,361 1,047,551 55.8 12,274

(331) 世界から選ばれる三重の観光 83,088 83,796 708 0.9 0

(354)
水資源の確保と土地の計画的
な利用

1,556,631 2,173,844 617,213 39.7 0

(411)
行政運営１　「みえ県民力ビ
ジョン」の推進

62,559 85,399 22,840 36.5 0

8,722,402 10,427,004 1,704,602 19.5 12,274

施策外 人 　件 　費　等 2,553,451 2,499,905 ▲ 53,546 ▲ 2.1 0

16,296,440 18,496,568 2,200,128 13.5 19,211

注　① 施策番号の（　　）は、他部局が主担当の施策です。
　　② 「人件費等」は、人件費・交際費・企画調整費など施策外の事業の計です。
　　③ 令和２年度当初予算額（Ｂ）は、令和元年度２月補正（国補正予算）分を含んでいます。
　　④ 令和２年度補正予算額（Ｃ）は、３月および４月補正の合算額です。

施策
番号

施策名

当部主担当施策　計

他部局主担当施策　計

環境生活部　合計
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（参考） 政策体系一覧 

みえ県民力ビジョン 第三次行動計画 

 

 

 

Ⅰ 「守る」～命と暮らしの安全・安心を実感できるために～ 

政        策 施        策 

Ｉ－１ 防災・減災、国土強靱化 111 災害から地域を守る自助・共助の推進 

  ※ 災害ボランティアの活動環境の充実・強化 

112 防災・減災対策を進める体制づくり 

113 災害に強い県土づくり 

Ｉ－２ 命を守る 121 地域医療提供体制の確保 

122 介護の基盤整備と人材の育成・確保 

123 がん対策の推進 

124 健康づくりの推進 

Ｉ－３ 支え合いの福祉社会 131 地域福祉の推進 

132 障がい者の自立と共生 

133 児童虐待の防止と社会的養育の推進 

Ｉ－４ 暮らしの安全を守る 141 犯罪に強いまちづくり 

  ※ 犯罪被害者等支援の充実 

142 交通事故ゼロ、飲酒運転０（ゼロ）をめざす安全

なまちづくり 

143 消費生活の安全の確保 

144 医薬品等の安全・安心の確保と動物愛護の推進 

145 食の安全・安心の確保 

146 感染症の予防と拡大防止対策の推進 

147 獣害対策の推進 

Ｉ－５ 環境を守る 151 環境への負荷が少ない持続可能な社会づくり 

152 廃棄物総合対策の推進 

153 豊かな自然環境の保全と活用 

154 生活環境保全の確保 
 

Ⅱ 「創る」～人と地域の夢や希望を実感できるために～ 

政        策 施        策 

Ⅱ－１ 人権の尊重とダイバーシ

ティ社会の推進 

211 人権が尊重される社会づくり 

212 あらゆる分野における女性活躍とダイバーシ 

ティの推進 

213 多文化共生社会づくり 

Ⅱ－２ 学びの充実 221 子どもの未来の礎となる「確かな学力・豊かな

心・健やかな身体」の育成 

222 個性を生かし他者と協働して未来を創造する力

の育成 

223 特別支援教育の推進 

224 安全で安心な学びの場づくり 

225 地域との協働と信頼される学校づくり 

  ※ 私学教育の振興 

網掛け：環境生活部が主担当部局の施策 
※：他部局が主担当である施策のうち、 

環境生活部が主担当である基本事業 
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政        策 施        策 

226 地域の未来と若者の活躍に向けた高等教育機関

の充実 

227 文化と生涯学習の振興 

Ⅱ－３ 希望がかなう少子化対策

の推進 

231 県民の皆さんと進める少子化対策 

232 結婚・妊娠・出産の支援 

233 子育て支援と幼児教育・保育の充実 

Ⅱ－４ 三重とこわか国体・三重

とこわか大会の成功とレ

ガシーを生かしたスポー

ツの推進 

241 競技スポーツの推進 

242 地域スポーツと障がい者スポーツの推進 

Ⅱ－５ 地域の活力の向上 251 南部地域の活性化 

252 東紀州地域の活性化 

253 農山漁村の振興 

254 移住の促進 

255 市町との連携による地域活性化 
 

Ⅲ 「拓
ひら

く」～強みを生かした経済の躍動を実感できるために～ 

政        策 施        策 

Ⅲ－１ 持続可能なもうかる農林

水産業 

311 農林水産業の多様なイノベーションの促進とブ

ランド力の向上 

312 農業の振興 

313 林業の振興と森林づくり 

314 水産業の振興 

Ⅲ－２ 強じんで多様な産業 321 中小企業・小規模企業の振興 

322 ものづくり産業の振興 

323 Society 5.0時代の産業の創出 

324 戦略的な企業誘致の推進と県内再投資の促進 

Ⅲ－３ 世界の三重、三重から世

界へ 

331 世界から選ばれる三重の観光 

332 三重の戦略的な営業活動 

333 国際展開の推進 

Ⅲ－４ 多様な人材が活躍できる

雇用の推進 

341 次代を担う若者の県内定着に向けた就労支援 

342 多様な働き方の推進 

Ⅲ－５ 安心と活力を生み出す基

盤 

351 道路網・港湾整備の推進 

352 安心を支え未来につなげる公共交通の充実 

353 安全で快適な住まいまちづくり 

354 水資源の確保と土地の計画的な利用 
 

行政運営 

１ 「みえ県民力ビジョン」の推進 

 ※ 県民の社会参画の促進 

２ 行財政改革の推進による県行政の自立運営 

３ 行財政改革の推進による県財政の的確な運営 

４ 適正な会計事務の確保 

５ 広聴広報の充実 

６ スマート自治体の推進 

７ 公共事業推進の支援 
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Ⅲ 新型コロナウイルス感染症に係る対応について（環境生活部関係） 

 

１ 県立文化施設等 

県立文化施設（総合博物館、美術館、斎宮歴史博物館、図書館）について、

新型コロナウイルス感染症の発生状況や、国の緊急事態宣言および県の緊急

事態措置に基づく社会的要請などを考慮し、４月 11 日から５月 11 日までの

間、休館していましたが、県外からの来館自粛の要請および来館者の感染症防

止対策を実施した上で、５月 12 日から県民の皆さんへのサービス提供を再開

しています。 

感染症防止対策としては、来館者に対して、手指用アルコール消毒液の利

用促進および手洗いの徹底、人と人との十分な距離の確保の呼びかけを実施

するとともに、展示物に影響のないよう配慮した換気、触れる展示物の利用

制限等を行います。企画展については、県外の関係者との調整・準備が困難

となっていることや県外からの来館が見込まれることなどをふまえ、６つの

企画展について中止※することとしました。 

また、指定管理者制度を導入している三重県総合文化センターにおいても

「不特定の方が集まるイベント」や「県外の方が参加するイベント」等につ

いては、当面の間、利用できないこととするなど、一定の条件を付けて貸出

施設の利用を再開しています。  

なお、当部が所管するその他の施設における展示コーナーについても、感

染症防止対策を講じた上で一部利用を再開しています。 

 

※中止した企画展  

【総合博物館】  

・名所発見、再発見！ 浮世絵でめぐる三重の魅力 （４月 18 日～６月 14 日） 

・とびこめ！標本たちの世界へ （７月４日～９月 22 日） 

・刀剣 三重の刀とその刀工 （10 月 10 日～12 月６日） 

【美術館】  

・没後 40 年 宇田荻邨展 （４月 18 日～５月 31 日） 

・いわさきちひろ展 中谷泰を師として （７月 18 日～８月 30 日） 

【斎宮歴史博物館】  

・春季企画展 旅の今昔 斎宮を見続けた近鉄電車 （４月 25 日～６月 21 日） 

 

２ 相談対応 

（１）外国人住民からの相談対応 

みえ外国人相談サポートセンター（ＭｉｅＣｏ）においては、新型コロナ

ウイルス感染症に関する外国人住民からの相談が増加しており、５月 15 日

時点で 134 件（県内 98 件、県外 28 件、不明８件）が寄せられ、特に、給付

金等利用可能な生活支援制度に関する相談が増えている状況です。 

そこで、相談員を１名増員して、外国人住民、通訳、相談員の３者間通話

で、また、具体的な症状が疑われる場合は、保健所を加えた４者間通話で、

外国人住民に寄り添った丁寧な対応を行っています。 

さらに、休業補償や解雇、生活困窮などの相談に応じるため、社会保険労

務士など専門家による緊急専門相談会を４月 19 日から６月 21 日までの間

に５回実施することとしています。 
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また、外国人住民が的確な情報を得られるよう、三重県多言語情報提供ホ

ームページ（ＭｉｅＩｎｆｏ）において、従前の６言語（英語、中国語、フ

ィリピノ語、スペイン語、ポルトガル語、日本語）に、今回新たにベトナム

語を加え、７言語で情報を発信しています。 

 

（２）人権に関する相談対応 

新型コロナウイルスに感染した方やその家族、医療従事者等への差別や

偏見、憶測によるデマや誤った情報を、ＳＮＳなどで拡散することは、人権

を侵害するだけでなく、いたずらに人々の不安を煽り、感染拡大防止の妨

げとなります。県では、新型コロナウイルス感染症に関して、県民の皆さん

に人権への配慮を求める緊急メッセージをホームページで発信するととも

に、人権センターの相談窓口の開設日を土日、祝日まで拡大し、対応にあた

っています（５月 15 日時点の相談件数：20 件）。また、知事による音声メ

ッセージをショッピングセンター等の店内で放送し、広く県民の皆さんに

周知しています。 

引き続き、ラジオスポット放送などさまざまな広報媒体を活用し、正し

い情報に基づいた冷静な行動を行うよう呼びかけていきます。 

 

（３）性暴力被害に関する相談対応 

感染症の影響により自宅待機等を余儀なくされることでの不安やストレ

スから、家庭内等におけるＤＶ等の増加や深刻化が懸念されています。パ

ートナー等が在宅していることにより、電話相談が難しい状況も想定され

るため、被害者等が速やかに相談し適切な支援を受けられるよう、電話や

面接相談に加え、「ＤＶ」、「妊娠ＳＯＳ」の分野と合同で、ＳＮＳによる相

談を実施します。 

 

（４）消費生活に関する相談対応 

消費生活相談について、５月 13 日時点で、県消費生活センターに 91 件

の相談が寄せられています。その主な内容としては、旅行・イベント等のキ

ャンセル・払い戻し、マスクの不足や高額での販売に関するものとなって

います。さらに、メールや電話等による感染症を口実とした消費者トラブ

ルも寄せられており、今後は、国の特別定額給付金の手続きを装った詐欺

等の増加も考えられます。 

引き続き、感染症に便乗した悪質商法等の消費者トラブルを防止するた

め、ホームページやさまざまな広報媒体で注意喚起を行うとともに、県民

の皆さんがデマに惑わされず安心して落ち着いた消費行動をとれるよう、

市町と連携して情報発信をしていきます。 

 

３ 私立学校および私立高校生等に対する支援 

私立学校に対しては、文部科学省から示されたガイドラインを周知し、県

立学校における対応について適時的確に情報提供するとともに、各学校の状

況を聴き取り、相談に応じるなどの支援を行っています。 
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また、家庭の経済事情に関わらず、安心して教育を受けることができるよ

う、授業料以外の教育費の負担を軽減する私立高校生等奨学給付金において、

感染症の影響により家計が急変した世帯を新たに支給対象として追加し、随

時、申請を受け付けるとともに、入学時の負担が大きい新入生に対しては、

一部前倒し給付を行います。 

 

４ ＮＰＯに対する支援 

ＮＰＯ等は、子ども食堂の運営や高齢者の認知症予防など、地域の課題解決

のために活動しています。感染症の影響に係る緊急アンケート調査を行った

結果、多くのＮＰＯが活動を中断し経営状況が悪化していること、また、利用

者、とりわけ高齢者、子どもや外国人等のおかれている状況が悪化しているこ

と等の課題が見られました。 

このため、中間支援組織等と連携して、ＮＰＯ等の組織の維持と活動の再開

に向け、必要な情報やノウハウの提供、きめ細かな相談や助言など適切な支援

を行います。 

 

５ 廃棄物処理に関する対応 

  県内の一般廃棄物の排出量等について市町等にアンケート調査を行ったと

ころ、３月および４月の生活系ごみの排出量は前年比で約１割増加している

状況にあったものの、現状、処理が滞っていると回答のあった市町等はあり

ませんでした。 

引き続き、市町等における処理状況を把握しつつ、ごみ処理事業の継続に

向けた事業継続計画の作成支援や他自治体の対応事例の情報収集等に取り組

んでいくとともに、市町等のごみ処理事業に従事する職員の感染により、事

業継続が困難となった場合には、他の市町等と連携し緊急時処理体制の構築

に努めます。 
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Ⅳ 主要施策 

 

１ 三重県環境基本計画について 
 

環境生活総務課 

 

１ 現状 

三重県環境基本条例第９条に基づき定める三重県環境基本計画（以下、「計画」とい

う。）については、近年の環境を取り巻く状況の大きな変化をふまえ、三重県の豊かな環

境の保全と持続可能な社会の実現に向け、ＳＤＧｓの考え方を取り入れながら、２年前

倒しして令和２年３月に改定したところです。 

計画では、環境、経済、社会の統合的向上の実現を基本方針として、令和12（2030）

年度までに、次の４つが構築された持続可能な社会（「スマート社会みえ」）の実現をめ

ざすこととしています。 

① 脱炭素社会を見据えた「低炭素社会」 

② 「循環型社会」 

③ 「自然共生社会」 

④ 「生活環境保全が確保された社会」 

 

２ 課題 

計画を着実に実施するためには、環境、経済、社会の統合的向上というこの計画の基

本方針を広く共有し、さまざまな主体と協創しながら、オール三重での計画の実施に向

け、複数の課題を同時解決するようなイノベイティブな取組を促進する必要があります。 

 

３ 今後の取組方向 

（１）サステナビリティ委員会 

計画に基づく取組を推進するため、取組の主体となる県民や事業者、学識経験者、

市町、県等で構成する「サステナビリティ委員会」を設置し、県の取組を分野横断的

に検証するとともに、民間等における先進事例を共有するなど、計画の進行管理を行

います。 

 

（２）年次報告書「三重県サステナビリティレポート」 

三重県環境基本条例第10条に規定する年次報告書について、従前の「環境白書」を

「三重県サステナビリティレポート」に改め、計画の新たな施策体系に基づき、成

果・課題や今後の取組方向、「みえ県民力ビジョン・第三次行動計画」と連携したマネ

ジメント指標、各種データ等を掲載し、毎年度公表することとします。 

さらに、「三重県サステナビリティレポート」を、サステナビリティ委員会における

進行管理に活用し、翌年度以降の取組の改善に生かすこととします。 
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２ 私学教育の振興について 

 

私学課 

１ 現状 

私立学校は、多様な建学の精神に基づき、独自の教育活動を展開するとともに、公教

育の一翼を担っており、本県の初等・中等教育において大変重要な役割を果たしていま

す。 

このため、県では私立学校の教育環境の充実や保護者の経済的負担の軽減を図るため

各種助成を行っています。 

また、今年度から、県政の喫緊の課題である若者の県内定着につながる取組（キャリ

ア教育）に対して支援することとし、私立高等学校等振興補助金を拡充しています。 

 

２ 課題 

・長期的な児童生徒等の減少期にある私立学校の経営環境は大変厳しい状況となってお

り、引き続き、私立学校への支援を行っていく必要があります。（別紙参照） 

（私立高校〔全日制〕生徒数：平成16年度11,887人 → 令和元年度10,242人、過去15

年間で1,645人の減少［▲13.8%］） 

・本県においては、人口の転出超過に歯止めがかからず、進学や就職に伴う15～29歳の

若者の転出超過が全体の約８割を占めており、若者の県内定着につながるキャリア教

育を支援する必要があります。 

・私立学校に修学する児童生徒等の保護者に対する経済的負担の軽減が求められていま

す。 

 

３ 今後の取組方向 

・私立学校に対して、経常的経費等への補助を行うとともに、学校訪問等において、学

校が抱える課題等に効果的な助言等を行うことにより、個性豊かで多様な教育の推進

および健全な学校運営を支援します。 

・みえ県民力ビジョン・第三次行動計画の期間において、私立高等学校が特色を生かし、

本県の魅力や課題に気づき、自らのキャリアを考える取組を支援することにより、若

者の県内定着につなげていきます。 

・家庭の経済状況に関わらず、私立高等学校等で安心して学べるよう、就学支援金およ

び奨学給付金を支給するなど、保護者の経済的負担の軽減を図るとともに、低所得世

帯であっても社会で自立し活躍できる人材を育成するため、私立専修学校（専門課

程）において授業料等の減免を行う学校法人に対する助成を行います。  
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【参考１】令和２年度私学関係当初予算〔事業費ベース〕 

細 事 業 名 当初予算額（千円） 前年度比（％）※ 

私立高等学校等振興補助金 4,877,407 100.8 

私立特別支援学校振興補助金        188,643       93.1 

私立専修学校振興補助金         49,402       98.1 

私立外国人学校振興補助金          9,000      100.0 

私立高等学校等就学支援金交付事業費      2,513,460      148.1 

私立高等学校等教育費負担軽減事業費        133,626       74.7 

私立専門学校授業料等減免補助金（新規）        277,500 皆増 

その他私学関連予算        15,045       99.4 

合     計      8,064,083      115.2 

※前年度６月補正後予算との比較 

令和２年度当初予算は、交付税措置額の判明時期が遅れたため、前年度までの伸び
率等を勘案した仮の単価で積算。 
今後、令和２年度の補正予算においては、【参考２】の令和２年度単価により補正

を行う予定。 

 

【参考２】私立高等学校等振興補助金生徒一人当たり補助単価の比較     （単位：円） 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 学校数 令和元年度 令和２年度 前年度比 

高校（全日制） 
（中等教育学校後期課
程を含む）    

14 336,558 344,973 102.5% 

高校（狭域通信制） ３ 78,140 79,187 101.3% 

中学校（中等教育学校
前期課程を含む） 

10 328,775 333,310 101.4% 

小学校 ２ 327,241 331,760 101.4% 

 
特別支援学校 
 

１ 

（高等部） 
1,798,071 

（高等部） 
1,817,771 

（高等部）

101.1% 

（小中学部） 
1,784,763 

（小中学部） 
1,804,357 

（小中学部） 
101.1% 

別紙 
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３ 文化・生涯学習の振興について 

文化振興課 

 

１ 現状 

「新しいみえの文化振興方針」（平成26年11月策定、対象期間：令和５年度まで）等に

基づき、「文化にふれ親しみ、創造する機会の充実」と「学びとその成果を生かす場の充

実」に取り組んでいます。 

 

（１）文化にふれ親しみ、創造する機会の充実 

展覧会・公演や調査研究等を通じて文化のおもしろさや価値等を伝えるとともに、人

材育成や顕彰制度の運用、発表の場づくり等により、さまざまな主体の文化活動を促進

しています。 

また、三重県総合文化センター（三重県立図書館を含む）、三重県総合博物館、三重

県立美術館が中核的な拠点（文化交流ゾーン）を形成することにより、県民の皆さんが

心の豊かさと安らぎを感じ、知的な刺激を受けられるよう文化にふれる機会を提供して

います。 

 

（２）学びとその成果を生かす場の充実 

講座やセミナー、アウトリーチ等により学習機会を提供するとともに、生涯学習に取

り組む主体の成果発表の場づくりや情報発信の充実等に取り組んでいます。 

 

（３）県立文化・生涯学習施設の状況 

上記の各取組を進める上で、県立文化・生涯学習施設は、次の役割を担っています。 

 

① 三重県総合文化センター（三重県文化会館、三重県生涯学習センター） 

三重県文化会館では、多彩で魅力的な文化芸術公演やアウトリーチ活動、人材育成

に取り組んでおり、オペラやバレエ、クラシック音楽から演劇、伝統芸能まで、芸術

性の高い公演を開催するほか、人材育成や他団体施設との連携による公演の企画等を

行っています。 

三重県生涯学習センターでは、高等教育機関やミュージアム、市町と連携したセミ

ナーをはじめとする学習機会の提供や、生涯学習関係団体の連携・交流の場づくり等

に取り組んでいます。 

 

② 三重県総合博物館 

三重県総合博物館では、三重が持つ「多様性の力」をテーマに、「ともに考え、活

動し、成長する博物館」をめざして、県民・利用者の皆さんとの協創、多様な主体と

の連携の視点で、資料の収集・保管・展示を行うとともに、三重の自然・歴史・文化

に関する調査研究等を行っています。 
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③ 三重県立美術館 

三重県立美術館では、江戸期以降の三重にゆかりの深い作品等、方針に則ったコレ

クションの収集と公開、美術資料の研究を行うとともに、学校教育と連携した教育普

及活動等を行っています。 

 

④ 斎宮歴史博物館 

斎宮歴史博物館では、斎宮等に関する資料の収集・保管・展示・調査研究等を行っ

ています。また、史跡斎宮跡の学術的な発掘調査を進めており、当面は、飛鳥から奈

良時代の斎宮想定地である史跡西部地区を優先的に調査することとしており、平成30

年に引き続き、飛鳥・奈良時代における初期斎宮の実態解明を進める中で、飛鳥時代

の中枢部の一画とみられる遺構を確認しました。国史跡斎宮跡発掘50周年を機に、明

和町など地元関係者と連携・協力し、新たな発見があった初期斎宮に関する成果の発

信や、「さいくう平安の杜」をはじめとする史跡全体の利活用に、より一層取り組ん

でいます。 

 

⑤ 三重県立図書館 

三重県立図書館では、三重県関係の図書資料の充実、読書活動や課題解決の支援を

行うとともに、すべての県民の皆さんが質の高い図書館サービスを等しく利用できる

よう、県内の図書館ネットワークの中心として、市町立図書館等と連携しながら、三

重県全体の図書館サービスの向上に取り組んでいます。 

 

（４）特定歴史公文書等の保存と利用 

令和２年４月に「三重県公文書等管理条例」が施行され、歴史資料として重要な情報

が記録された文書等（特定歴史公文書等）を総合博物館で保存し、県民の皆さんの利用

（閲覧、複写、レファレンス等）に対応しています。 
 

２ 課題 

（１）文化にふれ親しみ、創造する機会の充実 

「新しいみえの文化振興方針」に掲げた５つの方向性に基づいて取組を展開し、県民

の皆さんが主体的に文化にふれ親しみ、支え、創造することができるような環境を整備

していく必要があります。 
 

（２）学びとその成果を生かす場の充実 

ライフステージやライフスタイルに応じた多様な学習ニーズを的確に把握して魅力的

な学びの場を提供することや、学んだ成果を生かして主体的に活動することができる場

の提供など、生涯を通じて学ぶことのできる環境づくりが必要です。 
 

（３）文化交流ゾーン構成施設の連携・経営の推進 

文化交流ゾーンを構成する各施設が、三重の文化振興・生涯学習・人材育成・地域づ

くりに一層貢献していくため、それぞれ、魅力向上のための不断の努力、研究を行うと

ともに、連携、協力して集積の利点を生かした施設運営・事業展開を行っていく必要が

あります。 
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（４）特定歴史公文書等の保存と利用 

特定歴史公文書等に係る県民の皆さんの利用の促進を図るため、簡便な方法による

利用を可能にするための要綱を定めるとともに、関係部局や各実施機関と連携して条

例に基づく円滑な運用を行っていく必要があります。 

 

３ 今後の取組方向 

（１）文化にふれ親しみ、創造する機会の充実 

新型コロナウイルス感染症の発生状況を見極めながら、2020年東京オリンピック・パ

ラリンピック競技大会の文化プログラムに関する国の動向もふまえ、県ゆかりの芸術家

や三重の多様で豊かな自然・歴史文化等をテーマとした展示、多彩で魅力的な文化芸術

公演等を開催するとともに、これを支える専門人材や次代を担う子どもたちの育成等に

取り組み、主体的な文化活動を促す環境づくりを進めます。 

また、解明が進み注目を集める初期斎宮について、文化庁の日本博にかかる事業を活

用して、映像展示の制作やインターネットを活用した情報発信など、斎宮の魅力を発信

する取組を進めます。 

 

（２）学びとその成果を生かす場の充実 

三重県生涯学習センター等がコーディネートや調査研究等の機能を充実しながら、高

等教育機関やミュージアム、文化芸術分野の専門家等と連携し、県民の皆さんの多様な

ニーズをふまえた魅力的な学びの場を提供します。また、「みえ生涯学習ネットワー

ク」等を通じ、学びの成果を発表・発信する場を創出し、さまざまな主体の学びが一層

深まり、広がるよう支援します。 

 

（３）文化交流ゾーン構成施設の連携・経営の推進 

民間が持つ知恵や豊富な知識などを効果的に活用し、文化交流ゾーン構成施設のよ

り一体的な管理・運営および連携の強化を図るため、指定管理者制度を活用し、各館が

連携・協力することで、集積の利点を生かした施設運営や事業を展開し、県民の皆さん

により魅力的な「学び・体験・交流の場」を提供していきます。 
 

（４）特定歴史公文書等の保存と利用 

「三重県公文書等管理条例」に基づき、歴史資料として重要な情報が記録された文書

等（特定歴史公文書等）を適切に保存するとともに、県民の皆さんの利用の促進を図り

ます。 
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４ 人権施策の総合的な推進について 

人権課 

 

１ 現状 

（１）人権施策の総合的な推進 

差別のない人権が尊重される社会の実現を目的とする「人権が尊重される三

重をつくる条例」（平成９年制定）に基づき、「三重県人権施策基本方針」を策

定（平成27年12月第二次改定）し、その推進計画である「第四次人権が尊重さ

れる三重をつくる行動プラン」（令和２年３月策定）により、人権施策を総合

的、体系的に推進していくこととしています。 

さらに、平成28年度に施行された「障害者差別解消法」、「ヘイトスピーチ解

消法」および「部落差別解消推進法」等をふまえ、継続した取組を進めていま

す。 

 

（２）人権センターの取組 

人権センターは、平成８年11月に、部落差別をはじめとするあらゆる差別を

なくしていくための拠点施設として設置し、常設展示室・図書室・多目的ホー

ル等の施設を活用した啓発に取り組むとともに、メディアを活用した啓発やイ

ベント・講座の開催等、多様な手段と機会を通じて、広く人権に関する知識や

情報を提供しています。 

また、センター内に人権相談窓口を設置し、関係機関と連携しながら、人権

に係るさまざまな相談に対応するとともに、県内相談機関の相談員等を対象と

したスキルアップ講座を開催し、資質向上の支援に取り組んでいます。 

 

 

２ 課題 

（１）人権啓発 

県民の皆さんの人権意識は高まりつつありますが、誤った知識や偏見等によ

る差別や人権侵害は未だに発生しています。また、インターネットの利用人口

が増大する中で、ＳＮＳ上でのプライバシーの侵害や個人等への誹謗中傷など

の人権侵害が増加するとともに、性的指向・性自認に関する人権等の新たな課

題が発生しています。 

このため、県民一人ひとりが、人権問題を自らの問題としてとらえ、人権が

尊重される社会づくりに主体的に取り組んでいけるよう、国や市町、さまざま

な主体と連携・協働し、人権啓発をはじめとする総合的な取組を一層推進して

いく必要があります。 
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（２）人権擁護と救済 

人権に係る県民の皆さんからの相談は、人権センターのほか、各種人権課題

に対応している機関の相談窓口や法務局でも受けていますが、相談内容の多様

化・複雑化に伴い、個々の相談窓口だけでは対応が困難な事例も生じています。 

このため、相談員等の専門性や資質の向上を支援するとともに、人権センタ

ーと各相談機関との連携を強化していくことが必要です。 

 

 

３ 今後の取組方向 

（１）人権施策の進捗管理と検証 

人権が尊重される社会を実現するため、「人権が尊重される三重をつくる行

動プラン」に基づき、人権施策の進捗管理を行うとともに、さまざまな主体と

連携・協働して取組を進めます。また、県の取組状況等を年次報告にまとめ、

「三重県人権施策審議会」に報告し、県ホームページ等で公表します。 

 

（２）効果的な人権啓発の推進 

県民一人ひとりの人権意識の高揚をめざし、人権センターにおいて、啓発ポ

スターや啓発物品作成、テレビ・ラジオでのスポット放送を行うとともに、人

権メッセージの募集やフォトコンテストといった｢県民参加型の啓発｣、被差別

当事者による講演会、絵本の読み聞かせ等「感性に訴える啓発」など、効果的

な人権啓発の推進に取り組みます。 

 

（３）相談体制の充実 

部落差別等に係る差別事象の対応は、市町や関係機関との連携を十分とりな

がら、迅速かつ適切に事実確認を行い、解決に向け取り組みます。 

また、さまざまな人権課題に係る相談に的確に対応していくため、相談員等

に対する研修を行い、専門性や資質の向上を図るとともに、県の関係機関をは

じめ国や市町等と情報交換を密にし、各種相談機関との連携を充実させ、実効

ある相談・支援体制の構築に努めます。 
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５ 女性活躍の推進について 

ダイバーシティ社会推進課 

 

１ 現状 

 県が実施した「ｅ-モニターによる男女共同参画に関するアンケート調査」（令和２年

１月実施）の結果によると、「社会全体において、男女の地位が平等になっている」と答

えた人の割合が 3.2 ポイント減少し、「男性の方が優遇されている」と答えた人の割合が

4.6 ポイント増加しており、平等感が低下し、男性の優遇感が高まる傾向が続いています。 
 

Ｑ：社会全体において、男女の地位が平等になっていると思いますか。 

出典：e-ﾓﾆﾀｰによる男女共同参画に関するｱﾝｹｰﾄ調査（広聴広報課調べ） 
 

平等である 
男性の方が 

優遇されている 

女性の方が 

優遇されている 

H28年度 ２２．１％ ５６．６％  ９．１％ 

H29年度 １９．１％ ５６．１％ １０．７％ 

H30年度 １６．５％ ６２．７％  ９．８％ 

R元年度 １３．３％ ６７．３％ １０．０％ 
 

 

県では、「第２次三重県男女共同参画基本計画」(平成29年３月改定)および「第二期実

施計画」（平成29年6月改訂）に基づき、男女共同参画および女性活躍の推進に取り組ん

でいます。 

 

２ 課題 

（１）政策・方針決定過程への女性の参画  

   女性の活躍推進が国の成長戦略の大きな柱に位置づけられる中、県内事業所の女性

管理職の割合は 12.0％（令和元年 10月１日現在（前年比 0.9ポイント増加））、県・市

町の審議会等における女性委員の割合は 28.1％（平成 31 年４月１日現在（前年比 0.6

ポイント増加））であり、徐々に増加しているものの、指導的地位にある女性の割合は、

未だ十分とは言えない状況です。 

そのため、政策・方針決定過程への女性参画の一層の推進が求められています。 

 

（２）男女共同参画意識の普及と啓発 

 令和元年度に実施した「男女共同参画に関する県民意識と生活基礎調査」では、「男

は仕事、女は家庭」といった考え方について、「同感しない」「どちらかといえば同感

しない」と答えた人の割合は、前回調査（平成 27年度）から 8.3ポイント高い 68.7％

となりました。固定的な性別役割分担意識は減少しているものの、「同感する」「どち

らかといえば同感する」と答えた人の割合が依然として２割強あることから、県男女

共同参画センター「フレンテみえ」や市町等と連携し、男女共同参画意識の一層の普

及・啓発に取り組んでいくことが必要です。 
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（３）職業生活等における女性活躍の推進 

   女性活躍の気運は高まっているものの、リーダー層で活躍する女性割合は未だ低く、

真に女性が活躍しているとはいえない状況です。働くことを希望する女性や職場での

ステップアップを希望する女性が、希望に応じた働き方を実現できるよう、男性や経

営者層の意識改革など、女性が活躍できる環境づくりを行っていく必要があります。 
 

３ 今後の取組方向 

（１）政策・方針決定過程への女性の参画 

男女共同参画施策の一層の推進をめざし、各部局と連携して「第２次三重県男女共同          

参画基本計画(改定版)」の着実な実行に取り組むとともに、「第３次三重県男女共同参

画基本計画」を策定します。市町に対しては、「女性の職業生活における活躍の推進に

関する法律」に基づく推進計画の策定などの取組が進むよう、それぞれの実情に応じた

支援を行います。 
 

（２）男女共同参画意識の普及と啓発 

  県男女共同参画センター「フレンテみえ」との密接な連携のもと、指定管理事業の

実施などを通じ、男女共同参画意識の一層の普及啓発を図ります。 
 

（３）職業生活等における女性活躍の推進 

企業の女性活躍に向けた取組を顕彰する「チェンジ・デザイン・アワード」など「女                

性の大活躍推進三重県会議」による取組や、「女性の職業生活における活躍の推進に関

する法律」に基づく一般事業主行動計画等の策定支援を通じ、県内企業・団体において

女性が活躍できる環境整備が一層進むよう取り組みます。 
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６ 多文化共生社会づくりの推進について 

ダイバーシティ社会推進課 

 

１ 現状 

（１）県内の外国人住民数 

県内の外国人住民数は、平成 20 年をピークに減少していましたが、平成 26

年から再び増加に転じ、令和元年末には 55,208 人と６年連続で増加し、過去最

高となりました。 

県内総人口に占める外国人住民の比率は 3.04％（前年比 0.27 ポイント増）と

全国的にも高い水準にあり、外国人住民のさらなる増加が予想されます。（別紙

参照） 

 

（２）県の取組 

令和２年３月に策定した「三重県多文化共生社会づくり指針（第２期）」に基

づき、多様な文化的背景の住民が地域社会を一緒に築き、多文化共生から生まれ

る活力が地域の課題解決に生かされるよう、多文化共生社会づくりを進めていき

ます。 

【基本施策】 

・多文化共生に向けた知識や知恵の共有と人権意識の定着 

・外国人住民の安全で安心な生活環境づくり 

・多文化共生社会づくりへの参画推進 

             

 

２ 課題    

（１）多文化共生への意識向上 

外国人住民が地域の活動に参加するなど、地域社会の一員として溶け込んでい

る事例も見られますが、多文化共生の地域社会になっていると実感する県民が多

いとは言えない状況にあります。多文化共生を推進するためには、外国人住民と

日本人住民が互いに認めあい、尊重しながら、共に地域社会を築いていくことが

求められます。 

 

（２）外国人住民に対する支援 

県内に在留する外国人の定住化に伴い、就労、医療、福祉、教育などのさまざ

まな生活場面での課題が生じています。外国人住民が地域社会の一員として、安

全・安心に生活することができるよう、外国人住民が抱えるこうした課題の解決

に向けた支援に取り組む必要があります。 
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（３）日本語教育の環境整備 

新たな在留資格「特定技能」が平成 31 年４月１日から導入され、今後、在留

外国人の増加が見込まれます。こうした中で、外国人が、社会の一員として、そ

の能力を十分に発揮するためには、日本語を習得し、円滑に意思疎通ができるよ

うにすることが大変重要であり、日本語学習の拠点整備などの体制づくりが必要

です。 

 

 

３ 今後の取組方向 

（１）多文化共生に向けた知識や知恵の共有 

「三重県多文化共生社会づくり指針（第２期）」に基づき、外国人住民が地域

社会の一員として地域づくりに積極的に参加できるよう、「三重県外国人住民会

議」などを通じて、外国人住民の意見を地域の取組に反映させていきます。また、

日本人と外国人が共に参加し、県内で活躍する外国人住民を紹介する映画を企

画・制作することをはじめ、各種啓発活動や国際交流の機会を通じて、多文化共

生に関する意識の醸成を図ります。 

 

（２）外国人住民の安全で安心な生活環境づくり 

外国人住民の生活全般に関わる相談を一元的に受け付ける「みえ外国人相談サ

ポートセンター（ＭｉｅＣｏ/みえこ）において相談体制を強化し、市町や国、

関係団体、企業等と連携し生活支援に取り組むえとともに、県多言語ホームペー

ジ（ＭｉｅＩｎｆｏ）の情報内容の充実を図ります。 

また、医療通訳者の計画的な育成、災害時に外国人住民を支援する体制の整備、

消費者被害防止のための啓発など、外国人住民の安全で安心な暮らしに向けた支

援を進めます。 

  

（３）地域日本語教育の総合的な推進計画の策定 

ＭｉｅＣｏに日本語教育推進の司令塔的役割を担う総括コーディネーターを

配置し、地域における日本語教育に関する課題を把握した上で、県内の日本語教

育の実施に関する計画を策定するとともに、日本語学習を支援する人材の育成お

よび地域の日本語教室の開催をモデル事業として実施し、日本語教育環境の強化

に取り組みます。 
 

  【今後のスケジュール（案）】 

６月 有識者会議 

７月～８月 調査実施、ヒアリング 

９月～11月 調査報告書および推進計画案作成 

12月 有識者会議 

１月 三重県多文化共生推進会議・三重県外国人住民会議 

２月 有識者会議 

３月 推進計画完成・公表 
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別紙 

 

図：三重県内の外国人住民数の推移（県環境生活部 ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ社会推進課調べ） 
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表：令和元年末 国籍・地域別外国人住民数（ﾀﾞｲﾊﾞｰｼﾃｨ社会推進課調べ） 

順 位 国籍・地域 外国人住民数 構成比 
前年末からの

増減数 
前年末からの

増減率 

１ ブラジル 13,300人 24.1%     421人    3.3% 

２ ベトナム 8,310人 15.1%   2,350人    39.4% 

３ 中国 8,277人 15.0% 339人 4.3% 

４ フィリピン 7,315人 13.2%  411人     6.0% 

５ 韓国 4,309人 7.8%  ▲104人  ▲2.4% 

そ の 他 13,697人 24.8% 1,179人  9.4% 

三 重 県 計 55,208人 100.0%    4,596人      9.1% 

 

令和元年末 55,208人（過去最高） 

人 

人 
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７ ＮＰＯの参画による地域社会づくりの推進について   

ダイバーシティ社会推進課 

１ 現状 

県が認証しているＮＰＯ法人は、令和元年度末で 742法人あり、その活動分野は、

「保健・医療・福祉」が最も多く、次いで「まちづくり」や「子どもの健全育成」

が続いています。収入規模では 500 万円未満の法人が 48.8％と、財政力をはじめと

する運営基盤が脆弱なＮＰＯ法人が多い状況です。 

 
 ＮＰＯ法人認証数             収入規模別ＮＰＯ法人割合  （％） 

   

 

また、県は、ＮＰＯや三重県社会福祉協議会等と「みえ災害ボランティア支援セ

ンター(※1)」の運営に参画し、昨年度は、令和元年東日本台風による被災地支援を

行うボランティアを支援するためにバスを運行したほか、県内での災害時にボラン

ティアやＮＰＯ等の円滑な受入れに向けた「協働プラットフォーム(※2)」の構築に

係る研修会を県内３か所で開催しました。 

※1 三重県地域防災計画に位置づけられ、災害時に各市町に設置される現地災害ボラン

ティアセンターを後方支援する役割等を担う。 

※2 市町、市町社会福祉協議会やＮＰＯ等の災害支援活動を行う団体が情報共有・連絡

調整するための連携の場。市町単位や複数市町にまたがって構築される。 

 

２ 課題 

（１）ＮＰＯの運営基盤の強化 

ＮＰＯがさまざまな分野でより良い地域社会づくりに取り組んでいるという

認識は広がっているものの、県民の皆さんや企業等のＮＰＯ活動に対する理解、

参画が必ずしも十分には進んでいません。また、地域の諸課題も多様化、複雑化

していることから、ＮＰＯに対する専門的な支援を中間支援組織(※3)と連携して

行うことが必要です。 

※3 市民活動や市民活動団体を支援する活動を行う団体。 

 

 

年度 法人数 比率 

5000万円以上    86  12.7 

1000～5000万円   193  28.6 

500～1000万円    67   9.9 

500万円以下   329  48.8 

各法人の事業報告書（令和元年提出分）より 
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（２）災害ボランティアに係る体制強化 

南海トラフ地震が懸念される中、近年は全国各地で大規模災害も頻発すること

から、みえ災害ボランティア支援センターの体制強化を図りながら、県内外のボ

ランティアや専門性を有するＮＰＯ等が活動する環境の充実・強化、市町での協

働プラットフォーム等の円滑な構築といった体制強化が必要です。 

 

３ 今後の取組方向 

（１）ＮＰＯの運営基盤の強化 

県民の皆さんがＮＰＯ活動について理解、参画し、さまざまな主体との協創に

よって地域課題の解決に向けた取組を促進するため、中間支援組織等と連携して、

「市民活動・ＮＰＯ月間(※4)」を中心に、ＮＰＯに関する県民の皆さんへの効果

的な情報発信、ＮＰＯや中間支援組織の基盤や機能強化に取り組みます。 

※4 県民の皆さんの市民活動に対する理解と参加を促すため、平成 25 年度から 12 月

を「市民活動・ＮＰＯ月間」として、集中的に啓発活動を行っています。 

 

（２）災害ボランティアに係る体制強化 

大規模災害発生時に県内外からのボランティアやＮＰＯ等を円滑に受け入れ

その活動を支援できるよう、みえ災害ボランティア支援センターの体制強化、 

ＮＰＯ等の活動環境の充実・強化、市町やＮＰＯ等との顔の見える関係づくり、

協働プラットフォーム構築研修会等を通した受援体制の整備に取り組みます。 
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８ ダイバーシティ社会の推進について 

ダイバーシティ社会推進課 

１ 現状 

本県におけるダイバーシティ社会（※１）の実現をめざし、平成 29 年 12 月にダイバーシ

ティ社会推進のための県の方針「ダイバーシティみえ推進方針 ～ともに輝く
きらり

、多様な社

会へ～」（※２）を策定し、県民の皆さんにダイバーシティ（※３）の考え方の浸透を図るなど

の取組をダイバーシティ社会推進本部（※４）が中心となって進めています。 

 

※１ ダイバーシティ社会 

性別、年齢、障がいの有無、国籍・文化的背景、性的指向・性自認などにかかわら

ず、一人ひとり違った個性や能力を持つ個人として尊重され、誰もが希望を持って

日々自分らしく生きられる、誰もが自分の目標に向けて挑戦できる、誰もが能力を発

揮し、参画・活躍できる社会のことをいいます。 

 

※２ ダイバーシティみえ推進方針 

一人ひとりが尊重され、多様性が受容されることは、個人や社会にとってプラスで 

あるという考え方（ダイバーシティの考え方）や、一人ひとりの行動を促す６つの視 

点（ダイバーシティの視点）、県の取組展開の方向性などを示しています。 

（参考：別紙１ 「ダイバーシティみえ推進方針」の概要） 

 

※３ ダイバーシティ 

ダイバーシティ（diversity）は日本語に訳すと多様性です。「ダイバーシティみえ

推進方針」では、違った個性や能力を持つ一人ひとりが、よい意味でお互いに影響し

合うことにより、個々人では成し得なかった相乗効果を社会に生み出すという意味で 

  捉えています。 

 

※４ ダイバーシティ社会推進本部 

  ダイバーシティ社会の実現に向けた施策を総合的かつ効果的に推進するため、知事を

トップに各部局長をメンバーとする「三重県ダイバーシティ社会推進本部」を平成 29

年４月に設置し、推進方針の策定とともに、部局間の連携を進めています。 

 

  また、多様性を認め合う社会づくりに向けて、ＬＧＢＴをはじめ多様な性的指向・性

自認に関する理解が広がるよう、平成31年２月には、「多様な性のあり方を知り、行動す

るための職員ガイドライン」を作成し、職員研修等で周知を図るなど職員向けに取り組

むとともに、県民の皆さんへの啓発を行っています。 

（参考：別紙２ 職員としての姿勢・行動６か条「多様な性のあり方を知り、行動する

ための職員ガイドライン」より ） 
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２ 課題 

誰もが参画・活躍できるダイバーシティ社会の推進のためには、さまざまな分野で県

民の皆さんの理解や共感が高まり、主体的な行動につなげていくことが必要です。 

また、ＬＧＢＴをはじめ性的指向や性自認が多様であることへの社会の理解が不足して

いるために偏見を持たれたり、性の区分を前提にした社会生活上の制約を受けたりする

などの問題があり、悩みを抱えている方々が安心して生きられる環境づくりが必要です。 

 

３ 今後の取組方向 

ダイバーシティ社会の実現に向けて、県の推進本部等の機能を活用しつつ、ダイバーシ

ティの視点から庁内横断的に取組を展開するとともに、ダイバーシティをテーマとした

ワークショップや講座を開催し、県民の皆さんが職場、地域活動などでの行動につなが

るよう取り組んでいきます。 

  また、多様な性的指向や性自認について啓発イベントの実施など、県民の皆さんのさ

らなる理解促進に取り組むとともに、相談人材を育成するなど、県内の相談対応の充実

に向けて取り組んでいきます。 

  さらに、ＬＧＢＴ当事者等が安心して生きられる環境づくりのため、条例制定の是非

も含め、今後の県の施策や取組のあり方について検討します。 

 

（参考：別紙３ 令和２年度ダイバーシティみえ推進に係る主な関連取組） 
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第１条 性のあり方は多様であり、一人ひとりの人権に関わることである。多様な性

的指向・性自認（SOGI）についての正しい知識を身につけ、理解を深める 

性のあり方は多様であり、一人ひとりの人権に関わることであるため、LGBTをはじめ多

様な性的指向・性自認（SOGI）に関する知識を持ち、LGBT 等の当事者の存在や悩みに気

づくことが大切です。“知ることは、変わるための第一歩”です。より関心を持ち、書籍を読

む、研修に参加することなどにより、正しい知識を身につけ、理解を深めましょう。 
 

第２条 性のあり方は多様であることに配慮した言動をする 

周囲に LGBT等の当事者が“いない”のではなく、“本人が言えない”“見えていない”だけか

もしれません。例えば、性的指向や性自認などについて面白がって話すようなことをしない、

性別を決めつけないなど、性のあり方が多様であることに配慮した言動をしましょう。 
 

第３条  カミングアウトや相談を受けた場合は、真摯に受け止める。アウティングは 

絶対にしない 

カミングアウトや相談を受けた際には、例えば、打ち明けてくれてありがとうと伝える、

何に困っているのかをしっかり聴くなど、LGBT等の当事者本人の思いを受け止めることが

大切です。また、プライバシーに配慮することも必要です。当事者本人の性的指向や性自認

について、周囲との情報共有が必要な場合は、必ず本人の同意を取った上で行うこととし、

本人の了承なく、周りの人に伝えること（アウティング）は絶対にしてはいけません。本人

の思いを真摯に受け止める姿勢、寄り添う姿勢で対応しましょう。 
 

第４条  子どもは成長に伴い、性的指向や性自認が変わることを認識し、温かく見守 

るとともに、深く悩むことがあるため、子ども一人ひとりに向き合う 

子どもは成長に伴い性的指向や性自認が変わるなどの揺らぎがあり、温かく見守ることが

重要です。「慌てず、騒がず、否定せず」が対応の基本です。また、性的指向や性自認のあ

り様が他の人と違うことが、いじめのきっかけになったり、自殺念慮などのリスクにつなが

ったりすることがあります。深く悩んでも、家族に相談できないことがほとんどであるため、

悩んでいる子どもが相談できる環境づくりや、子どもへの情報提供が重要です。日頃から子

どもと接する機会が多い職場で働く職員は、子どもたちの中にも悩んでいる LGBT等の当事

者がいることを念頭に置いて一人ひとりに向き合いましょう。 
 

第５条 来客対応等において、名前や性別に関する情報は慎重に扱う 

名前から想定される性別と見た目が異なるため、名前を呼ばれることを避けたい人もいま

す。例えば、名前・性別をなるべく言わない、電話の声質で性別を判断しないなど、普段か

ら名前や性別に関する情報は慎重に扱いましょう。また、家庭環境等を尋ねる場合、パート

ナーが異性であるとは限らないことも念頭に置いておきましょう。 
 

第６条  担当業務において、LGBT 等の当事者が困難を感じることはないか考える 

家庭や職場などでの日常生活の中で、あるいは災害時などに、LGBT等の当事者が困難や

不都合を感じることはないか、それらにどう対応できるか、各自が担当する業務において考

えましょう。 

～ 職員としての姿勢・行動 ６か条 ～  

『多様な性のあり方を知り、行動するための職員ガイドライン』より 

多様な性のあり方を知り、行動するために 

別紙２ 
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９ 交通安全対策の推進について 

 

くらし・交通安全課 

１ 現状 

県の交通安全の取組としては、「第10次三重県交通安全計画」および「第２次三重県

飲酒運転０
ゼロ

をめざす基本計画」（いずれも計画期間：平成28年度～令和２年度）に基づ

き、県民の皆さんをはじめ市町、警察、事業者、関係機関・団体等と連携・協働した

各種交通安全対策を通じて、交通事故ゼロ、飲酒運転０（ゼロ）の安全なまちづくり

を進めています。 

 

（１）交通事故情勢 

令和元年中の交通事故死者数は、統計が残る昭和 29年以降最少の 75人、交通事故

死傷者数は、平成に入って最少となった平成 30 年からさらに、20％以上減少し、

4,763人となりました。 

令和元年中の交通死亡事故の特徴は、以下のとおりです。 

① 高齢者が５割以上を占める。 

高齢者の死者数は 42人（構成率 56.0％）（前年比▲15人） 

② 交通弱者（歩行中、自転車乗用中）が４割を超える。  

交通弱者の死者数は 30人（構成率 40.0％）（前年比▲９人） 

③ 子どもの死亡事故発生 

     前年は発生しなかった子どもの死亡事故が発生（１件１人） 

④ 交通事故死者のうち、シートベルト非着用者が約６割を占める。 

自動車乗車中の死者 29 人中、シートベルト非着用者は 17 人（構成率

58.6％）で、シートベルトを着用していれば助かったと推定される死者は 12

人 

 

（２）飲酒運転事故の現状と根絶に向けた取組 

    飲酒運転が絡む人身事故は、長期的にみると減少しており、令和元年中の飲酒運転

事故件数は 36 件と前年から６件減、うち死亡事故件数は２件と前年から１件減とな

りました。 

平成 26 年制定の「三重県飲酒運転０
ゼロ

をめざす条例」に基づき、飲酒運転違反者に

対するアルコール依存症に関する受診通知や勧告、規範意識の定着のための教育や啓

発活動等に取り組んでいますが、いまだ根絶には至っていません。 

 

２ 課題 

（１）交通事故の防止 

① 令和元年交通事故死者数に占める高齢者の割合は５割以上となっており、令和２

年４月末現在においても、交通事故死者数 30 人中 20 人（構成率 66.7％）と、依

然として高い割合を占めていることから、高齢者の交通事故防止が喫緊の課題とな

っています。 

 

 

30



② 令和元年交通事故死者数に占める交通弱者（歩行中、自転車乗用中）の割合は、

４割以上となっており、令和２年４月末現在においても、交通事故死者数 30 人中

15 人（構成率 50.0％）と、依然として高い割合を占めているとともに、信号機の

ない横断歩道での一時停止率が全国最下位という調査結果が日本自動車連盟（ＪＡ

Ｆ）から発表されていることから、交通弱者が被害者となる交通事故防止が喫緊の

課題となっています。 

③ 令和元年中の自動車乗車中の死者 29 人中、シートベルト非着用者の割合が約６

割近くと非常に高い割合を占めており、シートベルトを着用していれば助かった死

者は 12 人と推定されることから、シートベルト着用率の向上に向けた対策が必要

です。 

 

（２）飲酒運転の根絶 

悪質な飲酒運転が後を絶たない状況にあることから、引き続き、関係機関・団体と

連携し、規範意識の定着に向けた教育・啓発を行うとともに、再発防止のため、アル

コール依存症に関する受診義務の周知徹底と受診しやすい環境づくりを進める必要が

あります。 

 

３ 今後の取組方向 

「第10次三重県交通安全計画」および「第２次三重県飲酒運転０
ゼロ

をめざす基本計

画」に基づき、関係機関・団体等と連携し、効果的な広報啓発活動に取り組むととも

に、「交通安全の保持に関する条例」の改正、「第11次三重県交通安全計画（仮称）」、

「第３次飲酒運転０
ゼロ

をめざす基本計画（仮称）」の検討、三重県交通安全研修センター

の次期指定管理者の選定などに取り組んでいきます。 

 

（１）交通死亡事故等の防止 

① 高齢者対策 

三重県交通安全研修センターにおける「高齢者重点プログラム」等の参加・体

験・実践型の研修の実施、高齢者の交通事故を抑止するための「高齢者交通安全実

践塾」の開催、「安全運転サポート車」の普及啓発および「後付け安全運転支援装

置市町補助」等による先進安全技術の普及促進などにも取り組み、高齢者の交通事

故防止対策を進めていきます。 

特に今年度の重点取組事業として、後付け安全運転支援装置の購入者に助成を行

う市町への補助を実施し、高齢者の安全運転を支援します。 

② 交通弱者（歩行者、自転車乗用者）の事故防止 

四季の交通安全運動等を通じて、関係機関や団体とも連携しながら、信号機のな

い横断歩道での一時停止等の広報啓発活動に取り組むとともに、交通安全研修セン

ターにおいて、子どもや高齢者を中心に各種シミュレータ等の交通安全教育機器を

活用した交通安全教育を実施していきます。 
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③ シートベルト着用の徹底 

四季の交通安全運動等の機会を通じて、関係機関・団体と連携しながら、後部座

席を含めたシートベルト着用、チャイルドシートの正しい着用の徹底に努めていき

ます。 

 

（２）飲酒運転０（ゼロ）をめざす取組 

「三重県飲酒運転０
ゼロ

をめざす条例」および「第２次三重県飲酒運転０
ゼロ

をめざす基

本計画」に基づき、関係機関・団体等と連携し、「飲酒運転０
ゼロ

宣言事業所」の募集・

公表を行うほか、県内大型商業施設等での啓発活動に取り組みます。 

また、再発防止のためのアルコール依存症の受診促進を図るため、指定医療機関

（令和２年４月末：33機関）の追加指定や、飲酒運転とアルコール問題相談の充実な

ど、引き続き、受診しやすい環境づくりに努めるとともに、関係部局と連携し、アル

コール健康障害の早期発見・早期介入により飲酒運転０（ゼロ）をめざしていきます。 

 

（３）交通安全の保持に関する条例の改正 

   今後の交通安全の取組を総合的に推進するため、昭和41年に公布された「交通安全

の保持に関する条例」を改正します。 
 

   【今後のスケジュール（案）】 

令和２年 ５月   骨子案作成（各委員と審議）   

６月   常任委員会で説明 

８月   中間案作成（第１回検討委員会開催） 

10月   常任委員会で説明 

中間案パブリックコメント実施 

11月   パブリックコメント〆切 

最終案作成（第２回検討委員会開催） 

12月    常任委員会で説明 

令和３年 ２月   議案提出、議決後公布 

４月   施行（４月１日） 

 

（４）計画の改定 

   「第11次三重県交通安全計画（仮称）」および「第３次飲酒運転０
ゼロ

をめざす基本計

画（仮称）」の策定に向けた検討を行うために関係機関・団体を交えた検討会を開催

します。 
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（５）三重県交通安全研修センター次期指定管理者の選定 

   平成18年９月１日から指定管理者制度を導入している三重県交通安全研修センター

は、令和３年３月31日をもって第５期指定管理期間が満了することから、次期指定管

理者の選定等の手続を行います。 

また、同センターは、月曜日から木曜日までを団体研修実施日、金曜日および日曜

日を一般来場者対応日としていますが、団体研修特化型施設としての機能向上を図る

ため、金曜日を団体研修実施日に加えることにします。そのため、令和３年度から休

館日に日曜日を加える条例改正議案を提出します。 
 

  【今後のスケジュール（案）】 

令和２年 ５月 選定委員のうち公募委員の募集 

 
６月 選定委員会の開催（審査基準・配点表を決定） 

「三重県交通安全研修センター条例」改正の議案を提出 

 ７月～８月 指定管理者の公募開始・申請受付 

 10月 ９月定例月会議へ選定過程の状況を報告 

 10月～11月 選定委員会による審査 

指定管理候補者の選定 

 11月 指定管理者指定の議案を提出 

令和３年 １月～ ３月 指定管理者の指定、協定の締結、引継ぎ 

 ４月 指定管理者による施設管理を開始 

 

 （参考）交通事故発生状況 

 

 
H23年 H24年 H25年 H26年 H27年 H28年 H29年 H30年 R元年

62,436 63,642 64,706 62,442 61,674 61,032 61,905 60,572 57,532

10,420 10,155 9,804 8,100 7,169 6,038 5,441 4,687 3,647

89 93 90 109 86 98 83 82 74

95 95 94 112 87 100 86 87 75

うち高齢者（人） 53 48 49 37 37 52 37 57 42

構成率（％） 55.8% 50.5% 52.1% 33.0% 42.6% 52.0% 43.0% 65.5% 56.0%

13,813 13,287 12,885 10,717 9,517 8,158 7,113 6,136 4,688

13,908 13,382 12,979 10,829 9,604 8,258 7,199 6,223 4,763

52,016 53,487 54,902 54,342 54,505 54,994 56,464 55,885 53,809

負傷者数（人）

死傷者数 （人）

物損事故件数（件）

区　　分
第９次県交通安全計画期間 第10次県交通安全計画期間

総事故件数（件）

人身事故件数（件）

うち死亡事故（件）

死者数（人）
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